













































































































　政府は 2002 年 10 月「テロ犯罪撲滅に関する法律に代わる政令」を制定・施行し、
翌年3月には法律化している。同法に基づいてインドネシア国家警察は2003年 6月、
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　KPP は、2018 年に YPP から分離独立し企業という組織形態をとっているが、


















































Riset Ilmu Kepolisian dan Kajian Terorisme（PRIK-KT）（24）」「応用社会心理学研
究所 Division for Applied Social Psychology Research（DASPR）（25）」である
　PRIK-KT は、インドネシア大学の教育研究機関として、同大学の心理学者がテ
ロ対策諸機関と共同して、脱過激化プログラムの研究開発を行ってきた。2016 年 9
月時点で PRIK-KT は 150 名の受刑者へのカウンセリング、社会復帰プログラムを
実施したが（26）、創立者の心理学者サルリト・ウィラワン・サルウオノ教授の急逝











して結成された暴力的過激主義対策のフォーラムである C-save Indonesia には参
（168）47
加していない。
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となったものの 2002 年の国防法、2004 年の国軍法では国内テロ組織によるテロも国軍が対処
すべきもの、と明記されていた。増原綾子「インドネシアにおける政軍関係の変容─ 2002 年
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